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人口減少対策総合交付金の活用状況について

１．基本配分型（予算額：４億円）

○ 交付決定額：3.5 億（33 市町村） ※5月 22 日時点

※現時点の交付額が交付限度額に達していない８市町村については、追加交付申請の予定

※未申請の仁淀川町については、連携加算型とあわせて活用を検討中

（内訳） 単位：千円

継続（スクラップ事業） 新規 拡充

交付決定額計
市町村

交付

決定額
市町村

交付

決定額
市町村

交付

決定額

①
若
者
の
定
着
・増
加

14 32,110 ３ 2,719 16 73,560 108,389

高知市 移住定住促進事業 4,839 千円
（Ｒ６～）県外から移住する単身、夫婦、子育て世帯に対して、荷物運搬費用や住居の賃貸契

約に要する仲介手数料等を補助（定額（上限 100～150 千円＋α））

土佐市 定住人口増加促進事業 4,964 千円
（Ｒ６～）空き家相談窓口を設置し、新たに市内２地域での空き家実態調査を実施。空き家の所

有者に対し、活用を促すためのアンケート調査の実施

北川村 高等学校等生徒通学費助成事業 3,712 千円
(R６～）高校生に対する通学費助成エリアの拡大（安芸市⇒高知市へ拡大）（補助率 10/10）

下宿等に要する費用を助成（定額 35千円以内）

②
婚
姻
数
の
増
加

2 162 １ 100 ２ 3,107 3,369

安芸市 出逢いコンシェルジュ事業 2,968 千円
（Ｒ６～）出逢いコンシュルジュを１名増員し、２名体制で出会いを後押し

土佐町 出会い・結婚支援事業 100 千円
（Ｒ６～）「高知で恋しよ!!マッチング」へ登録する場合の入会登録料（10 千円）の補助（補助率

10/10）

③
出
生
数
の
増
加

④
共
働
き
共
育
て
の
推
進

26 58,818 12 27,672 22 147,969 234,459

（経済的支援事業）
○子ども医療費助成：96,812 千円

小学生⇒中学生まで拡充（高知市）
中学生⇒高校生まで拡充（安芸市、土佐市、四万十市、香南市、大川村、いの町、

佐川町、黒潮町）
※県内 30 市町村において高校生まで無償化（高知市、香美市、南国市、須崎市以外）

○学校給食費助成：22,819 千円（土佐清水市、東洋町、安田町、芸西村、越知町）
○保育料無償化 ：11,366 千円（宿毛市、芸西村）

合
計－ 91,090 － 30,491 － 224,636 346,217
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２．連携加算型（予算額６億円）

（１）制度概要

①交付率

⇒ソフト：原則２／３、ハード：原則１／２

②１市町村あたりの交付額（上限）

⇒４年間（Ｒ６～９）通算

・人口１万人未満：5,000 万円

・人口１万人以上：１億円

③市町村は、交付申請前に数値目標を設定した事業計画を作成し、県の承認を受

けることが必要

（２）活用見込み（4/23(火)調査時点）

①Ｒ６年度に活用予定

・当初予算若しくは６月補正 ４市町村

・９月補正に計上 11 市町村

・12 月若しくは２月補正 ４市町村

②Ｒ７年度以降に活用 ８市町村

③未定 ７市町村

（３）今後のスケジュール

・５月 30 日（木）第１回庁内審査会 ３市町村（予定）

⇒６月以降、毎月庁内審査会を開催予定

（４）各部局への依頼事項

①事業計画づくりのサポート

ア）連携加算型の活用事例のアイデア出し（資料４－２の追記）

イ）事業計画を検討する際の必要な基礎データの提供、他県の先進事例の紹介

ウ）事業計画提出後の市町村ヒアリングへの同席（＝事業計画の磨き上げ）

②事業計画承認後の支援

ア）事業実施のフォロー


